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本概要版には、機器大分類別の売上金額、海外への売上金額といった概要データを記載して

います。機器小分類別の売上金額、機器別・業種別の売上金額等の詳細データは、回答企業

に配布している詳細版報告書（約70ページ）に収録しています。 
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Ⅰ．統計の目的                           

 

 物流システム機器は生産や流通の効率化、高付加価値化に重要な役割を果たしており、我

が国経済の発展のためにもその発展と成長が期待されている。そのためには、関係する企業

が適切な経営判断を行えるよう、物流システム機器についての定量的で継続性のあるデータ

が不可欠である。 

 このようなことから、物流システム機器の生産出荷状況を定量的かつ継続的に把握するこ

とを目的として、標記の調査を実施するものである。なお、本調査は「物流システム機器推

進部会」（旧：物流システム機器懇談会）が1985年度から実施している統計を実質的に継承

しているが、2007年度調査より新たに調査委員会を設置し、一般社団法人日本物流システム

機器協会の協力を得て、調査内容を検討している。 

 

Ⅱ．調査対象と期間                        

 

 国内主要物流システム機器メーカを対象とし、2011年4月から2012年3月までの実績を調査

集計したものである。 

 業種別調査は、調査対象25機種について、機種別に売上件数ベースで主要出荷先上位10業

種を選択し、金額構成比を記入する方式としている。各社の各機種の売上金額に金額構成比

を乗じて、各機種および小計別に、売上金額の上位10業種および金額のトータルを、グラフ

にまとめている。 

 97年度よりフォークリフト等、産業車両分野は、社団法人日本産業車両協会の調査による

統計を別枠で発表している。また、2006年度より、一般社団法人日本パレット協会が調査を

実施しているパレット（木製パレット・金属製パレット・プラスチック製パレット・シート

パレット・紙製パレットの合計）の生産数量および出荷額をあわせて別枠で掲載している。 

 2011年度フォークリフトは国内販売実績66,251台で、国内販売向け金額は1,639億2,700万

円である。輸出販売実績は50,311台である(社団法人日本産業車両協会において、輸出向け販

売金額は現在調査していない)。 

 2011年度パレットは生産数量が前年比1.5％減の7,340万枚で、出荷額は1,897億9,100万円

となっている。 

 

 １．アンケート実施状況 

・実施日程：2012年5月25日発送～6月25日〆切 

 

 ２．調査範囲 

・製造業における組立ライン、ホテル、病院、図書館、オフィス等通常の物流領域以外への

出荷を含める（自動車の製造ラインも含む）。 

・増設・改造等(工事を伴うサービス業務)についても、出荷データに含める。 

・クリーンルーム向けを含む（クリーンルームの定義は次項参照）。 

※増設は、基数、件数、売上金額を含む。 

※改造は、売上金額のみ計上し基数、件数は含まない。  



 

３．クリーンルームの定義 

1）クラス10,000以下 

2）該当業種：半導体、FPD関係、太陽電池、HDD、メディアなど 

3）医療・食品業界向けは、クリーンルーム向け販売には含めず、エンドユーザーと売買

したものに含める(一般物流とする) 

 

 ４．調査範囲について 

 2003年度（調査対象年）より、機器メーカ各社で取扱高が増えたクリーンルーム向けの調

査を開始しているが、2004年度までの定義は「クラス10,000以下で半導体を除く」としてい

た。また、調査範囲を2005年度（調査対象年）より変更しており、2004年度までは「製造業

における組み立てライン、ホテル、病院、図書館、オフィス等、通常の物流領域以外への出

荷は含まない」としていた。また、2007年度まではパレットおよびロールボックスパレット

を調査対象に含めていた。 

 

Ⅲ．調査対象機種                          

図表3-1 調査対象機種 

1･2 パレット用自動倉庫 

(ビル式・ユニット式) 

・一般的にパレット積みされユニット化された荷を、多段高層の

棚及びスタッカークレーン等を使用して自動的に搬入・搬送・

搬出できる保管庫をいう。 

・また、荷を直接ハンドリングするパレットレスのものも含む。

（ビール樽、新聞用紙など） 

3 バケット用自動倉庫 

(ユニット式) 

・通箱、バケット、カートンを単位としたもの。 

4 天井走行台車 ・天井空間に設置し、軌道ないし台車に駆動力を持つもの。 

・基数は台車の数量とする。金額には軌道・制御装置を含む。 

5 有軌道台車システム ・軌道ないし台車に駆動力を持つもの。 

・基数は台車の数量とする。金額には軌道・制御装置を含む。 

6 無軌道台車システム ・各種センサーにより誘導される無人搬送台車。 

・基数は台車の数量とする。金額には制御装置を含む。 

7 仕分機 ・自動にて荷の仕分けを行うもの。 

・構成範囲はインダクション部（誘導部、商品投入部）からソー

タ本体、仕分けシュートまで。（リサークルラインはケース搬

送用コンベヤとする） 

・基数は、台数とする。 

8 パレット搬送用コンベヤ ・パレットを被搬送物とするコンベヤ。 

・対象範囲：パレットを搬送するコンベヤすべてを含む、及びコ

ンベヤ本体を制御する本体制御を含む。 

9 ケース搬送用コンベヤ ・バケット及びカートンケースを対象としたコンベヤ。 

 ただし、石炭、鉱石、泥等のバルクを搬送するものは除く。 

・対象範囲：ケースを搬送するコンベヤすべてを含む、及びコン

ベヤ本体を制御する本体制御を含む。 

 



 

図表3-1 調査対象機種（つづき） 

10 ハンガー式コンベヤ ・天井空間に設置し、ハンガー商品を吊下げて搬送するコンベヤ。 

・対象範囲：物品を吊り下げて搬送するコンベヤで、本体・装置・

制御全体を含む。 

11 デジタルピッキング表示

器 

・コンピュータの指示によりピッキングする品物の位置と数量を

表示する装置。  

・対象範囲：表示器を取り付けている流動棚、中軽量棚、コンベ

ヤは含まない。ただし、回転棚に取り付けているピッキング表

示器は回転棚に含む（バーチカル・ホリゾンタル共）。 

・制御関係は本体制御を含み、指示するコンピュータはコンピュ

ータに集計する。 

12 ピッキング台車 ・ピッキングする品物の位置と数量を表示する装置を取り付けて

いるピッキング用の台車。 

・対象範囲：ピッキング台車本体及びコンソールと、付属する部

品（充電器等）も含む。 

13･14 回転棚(垂直式･水平式) ・荷の軽重、制御レベルを問わない。垂直、水平両方式の回転する

棚。 

・基数は、台数とする。 

15･16 移動棚(電動式・手動式) ・電動、手動にて移動する機構を備えた棚。 
・基数は、台数とする。 

17 重量棚 ・パレット単位のユニットロードを格納する棚。 

  (ネスティングパレットを含む) 

18 中軽量棚 ・カートン単位、またはバケット単位などを格納する棚で、1棚

当りの重量が約500kg以下のもの。 

19 流動棚 ・カートン単位またはバケット単位のものを、傾斜の付いた棚に

置き、前面での取り出しを容易にさせたもの。 

20 パレタイザ／デパレタイ

ザ 

・バケット、カートンケース、袋物等の物品を自動にてパレット

上に整列集積（或いは分離）する装置。 

・機械式、ロボット式のいずれの方式も含む。 

21 パレット搬送用垂直搬送

機 

・複数の搬入出装置を備え、連続で搬送物を垂直搬送する装置。

(パレットを被搬送物とする) 

・ただし、エレベータ、小荷物専用昇降機は含まない。 

22 ケース･ピース搬送用垂

直搬送機 

・複数の搬入出装置を備え、連続で搬送物を垂直搬送する装置。  

(バケット及びカートンケースを対象とする) 

・ただし、エレベータ、小荷物専用昇降機は含まない。 

23･24 コンピュータ 
(ハード･ソフト) 

・物流機器の情報処理と在庫監視を同期化して行うコンピュータシ

ステムのハード・ソフト。 

25 ＷＭＳ ・物流センター・倉庫等で入荷から出荷までの一連の作業を支援

するコンピュータシステム(ハード・ソフト)。  

・対象範囲：物流設備の有無、物流設備との接続の有無を問わな

い。 

26 その他 ・以上1～25の分類に該当しないもの。 

 



 

Ⅳ．調査事項                            

 前項であげた各々の機種につき、Ａ売上件数、Ｂ基数、Ｃ総売上金額、Ｄ海外向金額を調

査しており、数値の重複を避けるため、以下の区分で調査を行なっている。 

    Ｍ：同業他社向けに売買したもの 

    U1：エンドユーザー、商社などと売買したもの 

    U2：ゼネコン･エンジニアリング･コンピュータ会社と売買したもの 

    Ｃ：クリーンルーム向けに売買したもの 

 Ｃ総売上金額、Ｄ海外向金額の数値はいずれも売上ベースであり、売上件数に対応する据

付、調整工事を含む全金額とする。ビル式の場合には土木、建築工事の金額を含むものとす

る（建築の範囲：ラックに付属する屋根･壁）。Ｄ海外向金額はＣ総売上金額の内数である。 

 なお、売上件数については、例えば同一顧客企業に２回以上納品した場合、部品だけを納

品した場合等、回答企業によりカウントの方法が異なる回答が含まれている可能性があり、

注意が必要である。 

 

 業種別調査は、売上金額を出荷先業種別に調査したものである。業種別調査は、下記の業

種分類により調査を行っている。ただし、業種別調査は出荷先上位10業種のみの調査である

ことに加え、業種別の回答が得られない企業があることから、業種別売上高の総計が総売上

金額に一致しない場合がある。 

 

図表4-1 業種調査の業種分類 

業種分類 大分類 業種分類 大分類 

1 建設  8 その他 18 卸売業(商社含) 5 卸・小売 

2 食料品製造 3 食品・医薬等 19 小売業   

3 繊維･衣服 4 その他製造 20 自動車販売 8 その他 

4 パルプ･紙加工   21 自動車整備サービス   

5 出版･印刷   22 サービス業   

6 化学   23 倉庫業 6 倉庫・運輸 

7 医薬･化粧品･塗料 3 食品・医薬等 24 陸運   

8 石油･ゴム製品 4 その他製造 25 海運   

9 ガラス･窯業･土石製品   26 空運   

10 鉄鋼     27 鉄道   

11 非鉄･金属製品   28 通信 8 その他 

12 一般機械器具   29 電気･ガス･水道   

13 電気機械器具 1 電機・精密機器 30 官庁･学校 7 官庁・図書館等 

14 自動車/輸送用機械器具 2 輸送機器・部品 31 団体･組合(JA等)   

15 精密機械器具 1 電機・精密機器 32 ホテル 8 その他 

16 自動車部品製造 2 輸送機器・部品 33 病院 7 官庁・図書館等 

17 その他製造 4 その他製造 34 図書館   

    35 その他 8 その他 

 
 



 

Ⅴ．全体の推移                          

 集計の結果、2011年度の物流システム機器の総売上金額は、2010年度の295,489百万円か

ら13.6％増の335,665百万円となった（図表5-1）。なお、売上件数も2010年度の61,723件か

ら76,264件へと増加した。 

 2009年度は世界同時不況の影響から設備投資の大幅な減少が起きたが、2010年度以降は

徐々に設備投資の回復傾向が見られる。2011年度は、3月11日に発生した東日本大震災の影

響を受けた年でもあったが、売上高は順調に増加した。なお、海外向けの売上高は19.5％増、

クリーンルーム向けの売上高は34.8％増であり、相対的に見て堅調であった。業種別に見る

と、「電機・精密機器」「輸送機器・部品」への売上の回復が目立った（図表5-3）。 

 

 

図表5-1 総売上金額の推移 

金額 448,128 389,607 270,652 295,489 335,665 (百万円)

前年比 99 87 69 109 114 （％）
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注：凡例の数字は、図表3-1の番号に対応。 



 

 
図表5-2 物流システム機器の総売上高（長期時系列） 
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   注：2003年度より、クリーンルーム向け（図中のＣ）を調査対象に加えており、それ以前との比較のため、 

     Ｃを除いたグラフも掲載した。図表6-4以降も同様である。 

     なお、調査範囲はそれ以外にも変更を行っており、Ⅱ.４項を参照のこと。 
 

図表5-3 業種大分類別売上高の推移 

（左：金額ベース／右：構成比） 
合計
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 業種別比率（％） 07年度 08年度 09年度 10年度 11年度

電機・精密機器 32.8 28.8 25.0 27.5 33.9

輸送機器・部品 11.2 16.6 8.2 9.4 11.4

食品・医薬等 10.8 10.6 13.5 14.0 11.8

その他製造 20.1 19.1 17.5 16.8 17.2

卸・小売 10.6 11.4 14.1 15.5 11.8

倉庫・運輸 10.0 8.5 10.0 9.8 6.2

官庁・図書館等 3.0 3.2 8.2 4.5 4.6

その他 1.5 1.7 3.5 2.5 3.0  
       注１：業種分類については図表4-1を参照のこと。 

        ２：売上高の業種別構成比の記入がない回答があるため、総売上金額の合計と一致しない。 

 



 

Ⅵ．各機種の動向                         

 

■自動倉庫（1～3） 

 自動倉庫全体では、売上金額は2007年度以降減少を続けていたが、2011年度は増加に転じてい

る。2011年度は前年度の63,982百万円から80,623百万円へと大きく増加（26.0％）した。機種別

にみると、バケット用自動倉庫（ユニット式）の売上金額が19,988百万円から34,722百万円へと

特に大きく増加した。クリーンルーム向けについても、25,805百万円から36,050百万円へと大き

く増加（39.7％）した。基数（パレット数）は1,088千から853千パレットへと減少（△21.6％）

している。 

■台車系（4～6） 

 台車系は、2009年度に大幅に減少したが、2010年度、2011年度は売上金額が大きく増加してい

る。2011年度については、40,349百万円から53,091百万円へと31.6％の増加であった。基数も3,

049台から5,791台へと大幅に増加（89.9％）した。 

 機種別にみると、クリーンルームへの売上比率が高い天井走行台車が回復を主導しており、売

上高が2010年度の26,088百万円から34,739百万円へと大きく増加（33.1％）また、有軌道台車シ

ステム、無軌道台車システムの売上高も、前者が7,901百万円から9,995百万円へ、後者が6,360

百万円から8,358百万円へとそれぞれ増加している。 

■コンベヤ系（8～10） 

 コンベヤ系は2009年度まで３カ年連続で減少していたが、2011年度は前年度に引き続き売上高

は回復しており、2010年度の売上高77,118百万円から2011年度は80,041百万円へと3.8％増加した。

機種別には、パレット搬送用コンベヤの伸び率の高さが目立ち、売上金額は27,204百万円から35,

183百万円へと大きく増加（29.3％）した。 

 他の２機種はそれぞれ減少しており、ケース搬送用コンベヤは、43,511百万円から38,777百万

円へと減少（△10.9％）した。コンベヤ系はクリーンルーム向けの売上金額の割合は元々小さく、

大勢には影響を与えないが、クリーンルーム向けの売上金額は、12,500百万円から16,412百万円

へと大きく増加（31.3％）した。 

■仕分け・ピッキング系（7,11～12） 

 仕分け・ピッキング系は、物流システム機器の中では不況の影響が比較的少なく、他の機種と

比べると売上金額の変動は小さい。2011年度は23,483百万円から19,961百万円へと△15.0％の減

少となった。 

 減少分のほとんどは仕分機が占めており、売上金額は15,737百万円から12,196百万円へと大き

く減少（△22.5％）した。基数については、231台から235台へとほぼ横ばい（1.7％）であった。

なお、仕分機の主たるユーザは卸・小売、倉庫・運輸等の内需産業であり、ユーザ層の需要が堅

調であるためか、長期的にみても安定した売上を維持している。デジタルピッキング表示器も、

売上金額が7,253百万円から7,111百万円へと減少（△2.0％）しているものの、安定した水準を維

持している。 

■回転棚・移動棚（13～16） 

 回転棚・移動棚は、2008年度以降3年連続で売上金額が減少していたが、2011年度は前年度の2

009年度の11,829百万円から13,825百万円へと増加した（16.9％）。 

 機種別にみると、売上金額のほとんど（84.4％）は移動棚が占めている。移動棚の売上は電動



 

式が6,296百万円から7,534百万円へと増加、手動式も3,286百万円から4,139百万円へと増加して

いる。回転棚（垂直式）は433百万円から494百万円へと増加（14.1％）しているが、回転棚（水

平式）は1,815百万円から1,659百万円へと減少（△8.6％）している。 

 なお、本調査の調査対象はオフィスなど通常の物流以外の領域を含んでいる。業種別調査の結

果を見ると、たとえば移動棚（手動式）では「官庁・図書館等」向けが約5割を占めている。移動

棚（電動式）では「官庁・図書館等」と「倉庫・運輸」の比率が高い。 

■棚（17～19） 

 棚は、重量棚、中軽量棚、流動棚の３機種からなる。売上金額は23,061百万円から27,916百万

円へと大きく増加（21.1％）した。流動棚は544百万円から438百万円へと減少（△19.5％）して

いるが、流動棚の売上金額が棚全体に占める割合はわずか（1.6％）であり、重量棚、中軽量棚の

増加が全体の増加傾向につながった。 

 なお、棚の出荷先は、卸・小売、倉庫・運輸、官庁・図書館等が多く、年によって変動がある

が、この３業種で概ね過半を占めている。 

■パレタイザ/デパレタイザ（20） 

 パレタイザ／デパレタイザは、2009年度にいったん売上高が減少したが、2010年度以降は再び

増加に転じている。2011年度は、2010年度の売上高11,407百万円から12,281百万円へと7.7％の増

加であった。基数でみると、861台から1,158台へと大きく増加している（34.5％）。 

 業種別調査の結果によると、出荷先業種は「その他製造」と「食品・医薬等」がそれぞれ半分

程度を占めており、両業種で大半を占める。 

 また、国内と海外の売上比率を見ると、海外への出荷割合は高くないものの、2009年度から20

11年度にかけては6.2％、20.0％、22.3％へと次第に増加している。 

■垂直搬送機（21～22） 

 垂直搬送機は、売上金額が5,791百万円から8,967百万円へと大幅に増加（54.8％）している。 

 細かく機種別にみると、パレット搬送用垂直搬送機は4,271百万円から6,542百万円へと大きく

増加（53.2％）しており、ケース・ピース搬送用垂直搬送機も1,520百万円から2,425百万円へと

大きく増加（59.5％）している。 

 業種別に見ると、ケース・ピース搬送用垂直搬送機の出荷先は約５割が電機・精密機器である

のに対し、パレット搬送用垂直搬送機は倉庫・運輸が３割以上（31.2％）を占める。 

■コンピュータ（23～25） 

 コンピュータは、物流システム機器の情報処理や在庫監視を行う、一般的には制御系の機能を

含むコンピュータソフト・ハードと、ＷＭＳ（倉庫管理システム）からなる。 

 このうちＷＭＳについては、本統計が主として物流システム機器のメーカー（エンジニアリン

グ会社を含む）を調査対象としており、カバレッジが充分でない点に留意が必要である。特に、

大手情報システムベンダーでは、ＷＭＳの機能を含む物流情報システムを個別に開発しているケ

ースが多いと思われるが、上記の理由から本調査ではカバーできていない。 

 さて、コンピュータ全体の売上金額をみると、25,260百万円から21,512百万円へと減少（△14.

8％）している。機種別に見ると、コンピュータ（ソフト）が14,901百万円から12,014百万円へと

大きく減少（△19.4％）しており、全体の傾向を代表している。なお、コンピュータは物流シス

テム機器の制御等に利用されるものが多く、他の機種の出荷傾向に影響を受けることが想定され

るが、2011年度については物流システム機器全体の出荷トレンドに反し、減少傾向となっている。 



 

Ⅶ．海外の市場動向                        

 

 海外向け売上金額は、2010年度の75,542百万円から、2011年度の90,295百万円へと大きく

増加（19.5％）した。海外向けは従来クリーンルームの割合が高く、その影響を強く受ける

傾向があるが、2011年度はクリーンルーム向けの海外売上高が59,034百万円から64,558百万

円へと前年度に引き続き増加（9.4％）したものの、あまり大幅な増加ではなかったが、クリ

ーンルーム以外の売上金額が2010年度の16,508百万円から2011年度には25,737百万円へと大

きく増加したことが、海外向けの売上金額全体の増加につながった。 

 海外向け売上金額では、自動倉庫が全体の30.1％、台車系が35.6％、コンベヤ系が23.1％

を占め、この３機種でほとんど（88.7％）を占める（国内を含めた全売上金額では、この割

合は63.7％である）。 

 この３機種のうち、自動倉庫は27,797百万円から27,169百万円とわずかに減少（△2.3％）

しているが、コンベヤ系は10,552百万円から20,836百万円へとほぼ倍増、台車系は26,840百

万円から32,128百万円へと増加（19.7％）している。 

 なお、自動倉庫、台車、コンベヤの海外向け金額は、いずれも半分程度ないしそれ以上が

クリーンルーム向けで占められている。 

 なお、クリーンルーム向けの売上金額は、海外向け総売上に対して71.5％を占めている。 

 

図表7-1 海外向け売上金額の推移 

金額 99,471 107,918 36,741 75,542 90,295 (百万円)

前年比 92 108 34 206 120 （％）
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Ａ売上件数 Ｃ売上金額 Ｄ海外向金額

　（台）  （ﾊﾟﾚｯﾄ） 　 （百万円） 　 （百万円）
1 自動倉庫（1～3） Ｍ 10 15 3,541 553 14

Ｕ１ 1,036 1,340 693,917 42,467 3,663
Ｕ２ 73 102 86,859 2,106 590
Ｃ 110 458 72,193 36,050 22,917

　 計 1,219 1,900 852,969 80,623 27,169
2 台車系（4～6） Ｍ 32 46 709 79

Ｕ１ 718 2,740 16,580 5,178
Ｕ２ 36 120 584 8
Ｃ 184 2,931 35,927 26,942

　 計 938 5,791 53,091 32,128
3 コンベヤ系（8～10） Ｍ 1,222 12,827 68

Ｕ１ 7,128 59,223 11,216
Ｕ２ 386 4,405 101
Ｃ 316 16,412 9,519

　 計 7,830 80,041 20,836
4 仕分機（7） Ｍ 9 9 665 150

Ｕ１ 141 189 10,576 668
Ｕ２ 34 46 1,620 0
Ｃ 0 0 0 0

　 計 175 235 12,196 668
5 ピッキング系（11～12） Ｍ 110 0 366 0

Ｕ１ 1,029 47 7,744 400
Ｕ２ 6 0 21 0
Ｃ 0 0 0 0

　 計 1,035 47 7,765 400
6 回転棚（13～14） Ｍ 13 16 62 11

Ｕ１ 115 206 2,152 140
Ｕ２ 1 0 1 0
Ｃ 0 0 0 0

　 計 116 206 2,153 140
7 移動棚（15～16） Ｍ 141 971 501 0

Ｕ１ 2,519 6,316 11,318 31
Ｕ２ 56 10 355 0
Ｃ 0 0 0 0

　 計 2,575 6,326 11,673 31
8 棚（17～19） Ｍ 2,811 3,279 0

Ｕ１ 46,874 27,137 0
Ｕ２ 166 710 0
Ｃ 4 69 69

　 計 47,044 27,916 69
9 パレタイザ/デパレタイザ(20) Ｍ 1 18 471 0

Ｕ１ 283 1,068 10,323 1,991
Ｕ２ 24 54 962 0
Ｃ 13 36 996 744

　 計 320 1,158 12,281 2,735
10 垂直搬送機（21～22） Ｍ 91 257 1,192 460

Ｕ１ 322 651 5,278 141
Ｕ２ 94 223 1,979 41
Ｃ 22 53 1,710 911

　 計 438 927 8,967 1,093
11 コンピュータ（23～25） Ｍ 23 123 0

Ｕ１ 2,809 18,002 229
Ｕ２ 35 683 0
Ｃ 87 2,827 2,052

　 計 2,931 21,512 2,281
12 その他（26） Ｍ 280 782 221

Ｕ１ 11,412 13,939 1,327
Ｕ２ 108 297 14
Ｃ 123 3,213 1,404

　 計 11,643 17,449 2,745
13 合計（1～26） Ｍ 4,743 1,332 21,530 1,003

Ｕ１ 74,386 12,557 224,739 24,983
Ｕ２ 1,019 555 13,722 754
Ｃ 859 3,478 97,204 64,558

　 計 76,264 16,590 335,665 90,295

2011年度 物流システム機器 生産出荷統計
M：同業他社と売買したもの
U1：エンドユーザー、商社などと売買したもの
U2：ゼネコン･エンジニアリング･コンピュータ会社と売買したもの
C：クリーンルーム向けに売買したもの
計：U1+U2+C

設備機器名
Ｂ基数

１.パレット用自動倉庫(ビル式)
２.パレット用自動倉庫(ユニット式)
３.バケット用自動倉庫(ユニット式)

４.天井走行台車
５.有軌道台車システム
６.無軌道台車システム

８.パレット搬送用コンベヤ
９.ケース搬送用コンベヤ
10.ハンガー式コンベヤ

７.仕分機

11.デジタルピッキング表示器
12.ピッキング台車

13.回転棚（垂直式）
14.回転棚（水平式）

15.移動棚（電動式）
16.移動棚（手動式）

17.重量棚
18.中軽量棚
19.流動棚

20.パレタイザ/デパレタイザ

21.パレット搬送用垂直搬送機
22.ケース・ピース搬送用垂直搬送機

23.コンピュータ（ハード）
24.コンピュータ（ソフト）
25.ＷＭＳ

26.その他



 

 

 

 

 

 

設　備　機　器　名
（　）は集計対象機器（小分類）の番号 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度

自動倉庫（1～3） M 2,579 1,068 1,160 315 553

C 47,329 45,003 25,883 25,805 36,050

U1+U2+C 113,251 101,851 66,329 63,982 80,623

台車系（4～6） M 854 460 329 623 709

C 35,798 33,943 15,825 26,985 35,927

U1+U2+C 67,195 60,906 27,870 40,349 53,091

コンベヤ系（8～10） M 8,864 7,954 7,640 10,941 12,827

C 16,099 18,365 12,542 12,500 16,412

U1+U2+C 100,511 85,113 59,430 77,118 80,041

仕分機（7） M 796 434 144 166 665

C 0 14 0 0 0

U1+U2+C 16,780 13,279 17,645 15,737 12,196

ピッキング系（11,12） M 691 546 418 480 366

C 0 0 0 0 0

U1+U2+C 7,902 6,899 8,102 7,746 7,765

回転棚（13,14） M 27 63 87 151 62

C 0 0 0 0 0

U1+U2+C 1,716 1,153 1,158 2,248 2,153

移動棚（15,16） M 497 487 126 404 501

C 48 0 0 3 0

U1+U2+C 13,328 12,088 11,568 9,582 11,673

棚（17～19） M 4,216 3,715 860 2,740 3,279

C 0 0 0 0 69

U1+U2+C 32,199 29,897 23,111 23,061 27,916

パレタイザ/デパレタイザ（20） M 2,197 1,947 1,400 500 471

C 0 921 481 1,312 996

U1+U2+C 12,070 12,341 9,842 11,407 12,281

垂直搬送機（21～22） M 2,635 2,041 1,416 1,040 1,192

C 2,689 2,417 2,131 613 1,710

U1+U2+C 12,908 10,011 8,854 5,791 8,967

コンピュータ（23～25） M 366 350 5 37 123

C 6,557 4,700 2,538 2,807 2,827

U1+U2+C 35,825 31,365 25,046 25,260 21,512

その他（26） M 369 479 312 482 782

C 2,311 3,239 143 2,059 3,213

U1+U2+C 26,001 24,704 11,698 13,209 17,449

パレットを除く合計（1～26） M 24,090 19,544 13,896 17,879 21,530

C 110,831 108,602 59,543 72,084 97,204

U1+U2+C 439,684 389,607 270,652 295,489 335,665

参考1～2（下記）　※2007年度まで調査 M 1,430

　参考1. ボックスパレット C 0

　参考2. ロールボックスパレット U1+U2+C 8,444

合計（1～26、参考1～2） M 25,520 19,544 13,896 17,879 21,530

C 110,831 108,602 59,543 72,084 97,204

U1+U2+C 448,128 389,607 270,652 295,489 335,665

※　フ ォ ー ク リ フ ト 197,759 175,836 123,114 140,302 163,927

※　パレット 206,907 190,760 146,420 146,622 189,791

M：同業他社向けに売買したもの
U1：エンドユーザー、商社などと売買したもの
U2：ゼネコン･エンジニアリング･コンピュータ会社と売買したもの
C：クリーンルーム向けに売買したもの

 売上金額（単位：百万円） 

物流システム機器生産出荷統計表　総売上金額の推移
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